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JP-MIRAI ミャンマースタディツアー（2024.6.2～7） 

3年前に JICAの役員が生協会館まで来て、JP-MIRAI(責任ある外国人労働者受入れプラットフ

ォーム)の設立にあたり加入を求められました。外国人実習生ＳＮＳ相談室の活動を紹介されたそう

です。以来個人会員として活動に参加してきました。 

この 2年間、技能実習制度の見直しが議論されてきました。そのなかで有識者会議の是川先生が

「日本側からばかり見ていてはダメだ」と指摘しました。そこで昨年 7月にベトナム、今年 6月のミャ

ンマースタディツアーに参加してそれぞれの国の海外移住労働の実態を見てきました。今回はミャ

ンマーの報告です。 

 

ツアー直前までの動き 

ミャンマー政府は国内経済が失速するなか外貨獲得のため海外就労を進めてきた。ところが兵力

が半減するなか、今年 2月突然 18歳以上の徴兵再開を発表。そのため国外脱出をはかる若者が

続出した。 

 

そこで政府は 5月 1日、海外就労の手続きを中止。5月 2日にツアー事務局から「現地から、情勢

変化の情報が入っており、ツアー中止も視野に検討しております。」とのメール。 

しかし 5月 7日に下記連絡がありツアーは予定通り行われることになった。 

JP-MIRAIでは、本日改めて、JICA事務所等現地関係者から情報収集を行った結果、 

① 男性の海外送り出し手続き再開を確認（添付報道もご参照） 

② 訪問予定の送出し機関にも照会の結果、手続きは支障なく再開されており、受入にも問題ない。 

③ 治安情勢に変化がなく、悪化の兆しも見られない 

以上から、当初の計画通り、スタディツアーを実施することとした。 

しかし実際には 23才から 31才の男性についてはデマンドレター（求人受付表）の発行が停止さ

れていたようである。 

さらに私たちが到着する前の 6月 1日には女性の徴兵も発表されていた。 

「ようである」というのは政府が文書での発表をしないため、全て伝聞によるものであることが現地

ツアーのなかでわかってきた。 
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ツアーの目的と訪問先 

このような状況で参加者が極めて限られ 9名でヤンゴン市内の海外送り出し機関、日本語学校

と JICA、ILOなどの国際機関を訪問しました。先に書いたように、情報は全て伝聞のため、誰から

何を聞いたかがわかるとそれぞれの関係者が攻撃の対象となるため、現地ではＳＮＳでの発信はし

ませんでした。ミャンマー在住中も帰国後の報告会でも個別機関名は全て匿名にしています。初心

者は市街地を歩くことも危険なので食事は経験者に案内してもらい全て車で移動しました。市内で

の撮影は禁止され市街地の写真は車のなかから撮りました。 

ＪＩＣＡと日本大使館、ＩＬＯ 

今回の受け入れはＪＩＣＡミャンマー事務所が窓口です。JICAは ODAによる開発援助や日本企

業誘致の活動をしてきましたが、現在は政府を介さない人道支援に限って活動しています。ここで

は国内の状況と海外移住労働の実態と課題をお聞きしました。ミャンマー国内には 400 もの送り出

し機関がありこのうち約 300が日本に送り出しています。ヤンゴン以外の地方では情報が不足しＳ

ＮＳや友人からの情報を信用する人が多く、ブローカーも多数あります。300のうち優良な機関は

20カ所程度で、今回の訪問先もそのなかです。 

日本大使館ではミャンマーの政治・経済の状況を聞きました。国内では発電力が不足し一般家

庭では 1日 8時間程度しか電気が使えません。そのため各施設で自家発電機を持っていました。

ここでは送り出し機関への政府の規制や現在日本でミャンマー人への「特定活動」ビザの発行が多

いことなど質問されましたが、いずれも明確には答えられないのが現状でした。 

ILO も国連ガイドラインの範囲での活動に限られ、軍とは極力関わらないようでした。海外移住労

働については人権問題などを重視しており、日本についても政策の不備が指摘されていました。 

 

（１） 国内状況 

日本はミャンマーにＯＤＡで積極的な援助を行ってきたが 2021年 2月のクーデターによる非常

事態宣言でＯＤＡは中止となり、それまで行われていた建設工事の大半が中断している。ＪＩＣＡも

現在は政府を介さない人道支援に限って活動を行っている。 
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海外観光客は激減しホテル稼働率は 40％程度となり、国内

の経済指標は大きく落ち込み、通貨チャットが暴落している。も

ともと多い海外移住労働希望者がさらに増えている。海外移民

労働の所得税は月給 20万円以上で月 2000円、20万以下は

1000円で、日本のミャンマー大使館に円で納入する。さらに

24年 2月に徴兵再開を発表（男性 18才～35才、2年の兵

役）、4月から毎月 5000人を徴兵開始、6月からは女性も対象

になった。兵役を逃れるためタイなど海外脱出を図る若者が急

増し一般企業での労働力不足のおそれが高まっている。 

（２） 日本への移住労働 

ミャンマーではこれまでタイへの移民が 7割を占めてきたが、近年日本への移住労働希望者が

急増している。日本語能力試験希望者は昨年 17.6万人と中国に次ぐ 2位でベトナム人の 3倍以

上になっている。人口構造をみてもミャンマーは若年人口が多く 2040年にはベトナムに次ぐ人材

源となる可能性がある。 

資格別には介護が 4割を占め、続いて飲食料品製造、外食業となっている。介護と外食では日

本語能力が重要になる。特定技能でこの分野はミャンマー人の占める割合が高くなっている。ミャ

ンマー国内での特定技能試験が拡大し介護・飲食料品製造・外食・農業に加えて、今後宿泊・建

設も行われる見込みとなっている。 

国の定める手数料は技能実習 2800$、特定技能 1500$となっている。ここには日本語学校授業

料は含まれていない。また、送り出し機関に達する前に副次の仲介ブローカー費用もある。これら

は親戚からの借金やマイクロファイナンス機関からの借り入れとなっている。 

また技能実習では最初の申請許可(デマンドレター・求人票受付)の取得に加え、就労が決まっ

てからさらに政府にスマートカードの申請が必要にな

っている、 

 徴兵再開となった 2月 1日にはデマンドレターの

発給が一時休止（2/6再開）など海外就労希望者が

殺到したとみられる。 

（３） 送り出し機関と日本語学校 

訪問した送り出し機関 5カ所はいずれも優良なと

ころで、日本語学校もありました。日本企業の面接に

も立ち会わせてもらいました。 

ミャンマーでは日本語学習の希望者が増えており

今では中国に続き 2番となっています。ベトナムと比

べて日本語能力の高さに感心しました。受入れ機関

もそこを重視して日本語が必要な介護、建設、農業

での受け入れが多くなっています。介護の研修では

ミャンマー人に習慣のない入浴などていねいに教え

ていました。実習生の自己負担は日本語学校まで
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で、訪問介護初任者研修と同じ 168時間の介護研修や建設職種教

育は全て日本の受け入れ企業が負担していました。 

日本に派遣していない機関では、海外移住労働者に対する国際

的な支援活動を聞くことができました。移住先で労働者の相談に対

応しており、とても参考になりました。またミャンマーから日本企業へ

の研修を進めている機関も訪問しました。ミャンマーは若年人口が多

く、今後 10年先にはベトナムにならぶ派遣数になると思われます。 

 

実習生の実家訪問 

今回の訪問で特によかった

のは、日本にくる実習生の自宅

を訪問し、家族とも話ができたことです。自宅はヤンゴン北部

の農村地帯で、彼女はバスで 1時間かけて日本語教室に通

いました。10カ月でとても上手に話ができます。聞くと近所の

お坊さんが日本語を教えてくれていたそうです。両親を助け

るために日本で働きたいと言っていました。 

ミャンマー料理を満喫 

外出制限はありましたが、食事は毎日しっかりいただきました。ミャンマーは辛めのものが多

いのですが、とても美味しいものばかりでした。6日の夕食はシュエタゴンパゴダを見渡せるス

テキな場所でいただきました。 

 

（４） ミャンマー人移住労働の課題 

 後にも書くが、クーデター後日本政府がほぼ無条件で特定活動ビザの発行をしている。これが実

習期間満了前の失踪者増加につながっている。（※今年度修正済） 

 国内では圧倒的な情報不足で突如制度の変更が発表されることも多い。情報不足の中、不正な

送りだし機関、ブローカーが大変多くなっている。 

徴兵逃れで大学入学する若者もいたが、コロナ禍で大学含め教育施設が休校となったところク

ーデターが起きた。コロナ明けて学校が再開するも、ミャンマーは

国立大学しかないため教員と学生の大半がボイコット（退学もしく

は休学）しているため中退が増えた。徴兵忌避が拡大するなか、

高学歴でも単純労働に甘んじるものも少なくない。キャリアパスが

見えにくくなっている。 

 当初小学校～高校までも当初は相当数がボイコットしていました

が、田舎を中心にほぼ公立学校に復帰してきた。都市部では公立

を避けるため、インターナショナルスクールに転校する子が増えて

いる。 

 

 


